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３ 入札書の提出場所等
\ 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒100`8901 東京都千代田区霞が関１`
３`１ 経済産業省大臣官房会計課契約担当
鈴木 朋子 電話03`3501`1616（ダイヤ
ルイン）

] 入札説明会の日時及び場所 平成26年１月
16日15：00 経済産業省大臣官房会計課入札
室 本館１階財務省側入館ゲート外

^ 適合証明書の受領期限 平成26年２月13日
12：00

_ 入札書の受領期限 平成 26年３月６日
17：00（郵送による場合は必着のこと。）

` 開札の日時及び場所 平成26年３月７日午
後３時 経済産業省大臣官房会計課入札室
本館１階財務省側入館ゲート外

４ その他
\ 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

] 入札保証金及び契約保証金 全額免除。
^ 入札者に求められる義務 この一般競争に
参加を希望する者は、経済産業省の交付する
仕様書に基づき適合証明書を作成し、適合証
明書の受領期限内に提出しなければならな
い。また、支出負担行為担当官から当該書類
に関し説明を求められた場合は、それに応じ
なければならない。なお、入札者の作成した
適合証明書は経済産業省において審査するも
のとし、審査の結果、合格した者のみ入札に
参加できるものとする。

_ 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者による入札及び入札に関する条件に
違反した入札は無効とする。

` 契約書作成の要否 要。
a 落札者の決定方法 支出負担行為担当官が
採用できると判断した適合証明書を提出した
入札者であって、予決令第79条の規定に基づ
き作成された予定価格の制限の範囲内で予定
総額に係る最低価格をもって有効な入札を
行った者を落札者とする。ただし、落札者と
なるべき者の入札価格によっては、その者に
より当該契約の内容に適合した履行がなされ

ないおそれがあると認められるとき、又はそ
の者と契約を締結することが公正な取引の秩
序を乱すこととなるおそれがあって著しく不
適当であると認められるときは、予定価格の
制限の範囲内の価格をもって入札をした者を
落札者とすることがある。

b 契約方式は、単価契約とする。
c その他 詳細は入札説明書による。
５ Summary

\ Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Takehiko Matsuo, Direc-

tor of the Budget and Accounts Division,

Minister's Secretariat, Ministry of Econo-

my, Trade and Industry.

] Classification of the services to be pro-

cured : 57

^ Nature and quantity of the services to be

required : Sort of statistical survey supplies,

packing and shipping

_ Fulfillment period : as in the tender do-

cumentation

` Fulfillment place : as in the tennder do-

cumentation

a Qualification for participating in the ten-

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who :

{ Do not come under Article 70 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting. Furthermore,

minors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause ;

| Do not come under Article 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting ;

} Have Grade A or B in the area of ser-

vices in terms of the qualification for par-

ticipating in tenders by Ministry of Eco-

nomy, Trade and Industry (Single qualifi-

cation for every ministry and agency) in

the fiscal years 2013, 2014 and 2015 ;

~ Are not the subject of æan order pro-

hibiting them from receiving subsidies

from the Ministry of Economy, Trade

and Indutry (METI) ; çan order prohibit-

ing them from concluding contacts with

METI ; or èan order disqualifying them

from bidding for METI projects conduct-

ed under the Údesignnated bidderÙ system.

b Date and time for tender explanation

meeting : 15 : 00, 16 January, 2014

c Time-limit for verification documennts :

12 : 00, 13 February, 2014

d Time-limit for tender : 17 : 00, 6 March,

2014

e Contact point for the notice : Tomoko Su-

zuki, Budget and Accounts Division, Mi-

nister' Secretariat, Ministry of Economy,

Trade and Industry 1`3`1 Kasumigaseki,

Chiyoda-ku, Tokyo 100`8901 Japan. TEL

03`3501`1616

２ 競争参加資格
\ 予算決算及び会計令（以下「予決令」とい
う。）第70条の規定に該当しない者であるこ
と。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人
であって、契約締結のために必要な同意を得
ている者は、同条中、特別の理由がある場合
に該当する。

] 予決令第71条の規定に該当しない者である
こと。

^ 平成25・26・27年度国土交通省競争参加資
格（全省庁統一資格）「役務の提供等」のＡ又
はＢ等級に格付けされた競争参加資格を有す
る者であること。

_ 競争参加資格確認申請書（以下「申請書」
という。）及び競争参加資格確認資料（以下「資
料」という。）の提出期限から開札日までの間
に、国土交通省航空局長から「航空局所掌の
工事請負契約に係る指名停止等の措置要領」
に基づく指名停止を受けていない者であるこ
と。

` 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずる者として、国土
交通省公共事業等からの排除要請があり、当
該状態が継続している者でないこと。

a 予決令第73条に基づき、支出負担行為担当
官が定める要件を全て満たす者であること。
（詳細は入札説明書による。）

３ 入札手続き方法等
\ 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒100`8918 東京都千代田区霞が関２`
１`３ 国土交通省航空局予算・管財室契約
係 石山 勇希 電話03`5253`8111 内線
48655

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。

なお、本入札に係る落札及び契約締結は、当該

契約に係る平成26年度本予算が成立し、予算示達

がなされることを条件とする。

平成 26年１月９日

支出負担行為担当官

国土交通省航空局長 田村明比古
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１ 調達概要

\ 品目分類番号 71、27

] 調達等件名及び数量

平成26年度航空安全推進ネットワーク運

用・管理及び保守業務 一式（電子入札対象

案件）

^ 履行場所 仕様書による。

_ 調達内容等 仕様書による。

` 履行期間 平成26年４月１日から平成27年

３月31日まで。

a 電子入札システムの利用 本案件は、資料
等の提出、入札を電子入札システムで行う対
象案件であり、電子入札システムによる場合
は、電子認証（ＩＣカード）を取得している
こと。なお、電子入札システムによりがたい
場合は、紙入札による参加願いを支出負担行
為担当官に提出することにより、紙入札によ
る参加の承諾を得ることができる。
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